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N5 物質と機能の設計・制御﻿

N5.05 材料循環﻿
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分離、リマニファクチュアリング、結合・分解制御

本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N505.pdf

1.	 研究開発領域の定義
希少元素を含む材料や、製造時の環境負荷が高い物質を含む廃棄物を、新たな材料・デバイス合成の原

料とすることでトータルのエネルギー消費や有害物排出を押さえ、循環型社会の実現に貢献する。材料循環
には、廃棄物を新たな材料製造の原料とするリサイクルに加え、部品や製品を再利用・修復・再製造するこ
とで製品ライフサイクルを延伸するリユース・リペア・リマニュファクチャリングも含めた、ライフサイクル全
体のエネルギー消費や有害物質排出を抑制し、循環型社会の実現に貢献する技術が対象となる。また、偏在
性の高い天然資源への依存度を下げることで、経済安全保障の面の貢献が期待される。

2.	 本領域の意義
われわれの生活や産業活動を支える材料・製品の、製造・使用・廃棄には、一定の資源とエネルギーが

消費され、同時に様々な廃棄物が排出される。こうした材料・製品を、新規に天然の一次原料から製造する
のではなく、使用が終わり回収された廃棄物を原料化することで、資源・エネルギー消費や有害廃棄物の排
出を大幅に抑えることが可能である。一次資源を消費し続けるだけの現行の社会・産業構造から脱却し、環
境負荷を最小限に抑えつつ持続可能な物質利用を実現するには、資源循環の高度化が不可欠である。そのた
めに、製品・部品・材料の多様な循環経路（リユース、リペア、リマニュファクチャリング、リサイクル）を
踏まえながら、それらを支える高選択・高効率な分離技術の革新を通じて、新たな資源循環体系の構築を目
指す。これにより、世界の持続可能な発展に寄与するだけでなく、一次資源の偏在性に起因する資源ナショ
ナリズムに対応し、国の経済安全保障策にも貢献する。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

資源の枯渇、エネルギー制約、環境負荷の低減、経済安全保障といった複合的課題に対応するため、世
界中で、材料・製品の循環性向上を主眼とする研究開発が行われている。重要な流れとしては、リサイクル
技術としての廃棄物処理や再資源化を目指す研究から、製品の設計段階から循環を意識した技術開発へと検
討範囲が広がりを見せている。易解体・易分解設計や機能を維持したままの再使用、修復といった概念が進
展し、材料循環のための技術開発が、多様なモノづくりや新素材・材料開発に融合する形で進んでいる。

製品への易解体接着材の適用を例にとると、そのために新たな接着剤を開発しなければならず、材料循環
技術が、使用済み製品からの、有用資源・有害元素の分離技術・プロセス開発にとどまらなくなっているこ
とが見て取れる。分離や循環に資する材料・構造・設計思想そのものが、新たな工業材料や製品開発に密接
に織り込まれてきており、材料循環技術は「回収後処理」の位置づけを超え、モノづくりの根本的な設計哲
学に組み込まれつつある。

特に、多種多様な有機・無機・金属材料が複雑に組み合わさった複合材やマルチマテリアル構造（Carbon 
Fiber Reinforced Plastics（CFRP）、積層電池、電子基板など）の普及によって、選択的な構成要素抽出
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や分解反応のより高度な制御が必要となってきた。さらに、材料循環分野では、部材機能やマテリアルをそ
のまま再利用するニーズが高まったことから、異種材料界面を選択的に解体・剥離・分解し、分解物の機能
を残すなどの高度な分離制御が求められるようになっている。従来の熱/機械/化学的手法でこのような選択
性を得ることは困難であり、近年では選択性の付与が可能な外部刺激（電場、磁場、パルス放電、マイクロ
波など）を用いた選択的分離技術の研究が拡大している。また、そのために必要な、界面状態のリアルタイ
ムセンシング、分離挙動の可視化、分子・結晶レベルでの高度固体分析やモデリングといったマルチスケール
アプローチやプロセスインフォマティクスへの取り組みも始まっている。

分離後の再資源化においては、再生材料の物性評価や再機能化、修復が課題となる。分離技術と機能保
持・改質技術を一体化したプロセス設計がトレンドとなっている。

循環設計の観点では、部品単位の交換容易性（モジュラー設計）や、使用後製品の診断・修復・寿命予
測を可能にするセンサ埋込・Internet of Things（IoT）連携設計など、製品ライフサイクル全体にわたる
設計思想の転換が進む。これは従来の材料回収中心のアプローチを超えて、機能の循環を中心に据えたシス
テム設計への転換を意味しており、新たな製造思想と分離技術の統合が求められている。

プラスチックの適切な回収と再利用も材料循環の重要なテーマである。現在は、再利用法として焼却によっ
て熱エネルギーを得るサーマルリサイクルが主である。一方、温暖化ガス発生の抑制が世界的に注目される
中、わが国でも2020年10月のカーボンニュートラル宣言を受け、官民を挙げた取り組みが始まった1）。わ
が国のプラスチックサイクルの9割を占めるサーマルリサイクル2）を、二酸化炭素の発生を伴わないマテリアル
リサイクル、ケミカルリサイクルに転換することへの期待が高まっている。

現在、アカデミックにおける研究は二つの流れに落ち着きつつある。一つは既存のプラスチックのモノマー
リサイクルまたはオリゴマーとしてのアップサイクル、もう一つはリサイクル性に優れた新しい高分子の創製で
ある。これらが実用化され社会実装されることで、サーマルリサイクルに偏ったプラスチックリサイクルの割合
が減ることが期待される。

鉄鋼材料のリサイクルは、すでに産業規模で広く行われており、2022年の時点で粗鋼生産に使われる原料
のおよそ1/3は市中から回収された鉄スクラップとなっている3）。スクラップを原料とした鉄鋼には、鉄鉱石
から生産するものとは異なる多くの種類の元素が混入する。スクラップを構成する様々な種類の鋼材からの混
入の他、回収の際に分離しきれなかった電気部品などからの混入もある。これらの元素の中で、特に鋼材の
品質に影響を与えるのが、鉄よりも酸化されにくい銅などの元素（トランプエレメント）で、これらは溶解以
降の製鋼過程で除去することができない。このため、鉄鋼の循環プロセスにおいては、鋼材の中に蓄積した
不純物元素量をモニターしながら、製品用途や利用するプロセスを決定することが行われている。

非鉄金属の場合、回収された製品や廃材を一次資源である鉱石と見做し、そこから精錬によって有用な金
属を回収することも行われている。製品からの金属回収の有効性は、東北大学選鉱製錬研究所の南条道夫教
授らが、都市鉱山の概念を初めて提唱した4） 1980年代においても十分に理解されていたと言える。しかし実
際にそれを経済的、生産規模的に実現可能なものにするためには、回収される金属の価値や抽出元となる廃
材の特性などに厳しい要件がある。現時点では、貴金属や一部のレアメタルが分離しやすい形で高濃度に含
まれている廃材からの回収が行われている。回収できる金属種を増やし、特定の国や地域に偏在している海
外地下資源への依存度を下げていくためには、さらなる技術的革新が必要となる。かつて、天然鉱石からの
非鉄金属製造に用いられてきた精錬技術をベースにしながら、以前の鉱石とは異なる不純物が含まれる廃材
からの金属製造用に再構成していく必要がある。

3.2	 トピックス
•	製品設計段階からの循環性向上要求の強化

製品開発初期からの循環性配慮が制度的に求められ始めている。特に、再使用・分解・分離可能性を事
前に設計に組み込む設計は、製品寿命の延伸や部品単位の循環利用を支える設計思想として普及が進んでお

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）｜ 物質と機能の設計・制御﻿

JST研究開発戦略センター（CRDS） 2/8材料循環﻿



り、開発も活性化している。

•	難分離材料の分離技術
電気パルス、マイクロ波、光、超音波、バイオなどを用いた外部刺激応答型の分離技術が、新たな物理的

分離手法として注目されている。特にリチウムイオン電池、CFRP、エレクトロニクス等のマルチマテリアル製
品に対する適用が拡大中である。複合樹脂材料のマテリアルリサイクルに対しては、近年はリサイクルプロセ
スを考えた材料設計が拡大しており、再結合や再成形を前提とした分子設計レベルでの可逆的結合構造の導
入が進んでいる。

•	LCA・マテリアルフロー分析・環境影響可視化の定量化基盤の強化
Life Cycle Assessment（LCA）・マテリアルフロー分析において、従来は評価が困難だった中間工程の

環境影響やコスト、トレードオフを定量化する基盤が強化されつつある。とくにマテリアルパスポートやトレー
サビリティと連動したLCA、リユース材の品質・保証設計と連動した環境影響評価、スコープ3排出1への対
応などが注目されており、それを支える識別タグ、in situ センシング、IoTモニタリング技術の開発も進行し
ている。

•	経済安全保障を背景としたクリティカルマテリアルの選択的回収と代替材料開発
レアメタル・レアアース等の安定供給に関する国際的緊張が高まる中、分離精度の高い選択的回収技術や

都市鉱山リサイクルが依然として重要な国家戦略対象となっている。

•	廃プラスチックのリサイクル・アップサイクル、リサイクル性に優れたプラスチック材料開発
2010年代後半の時点で、廃プラスティックのリサイクルの重要性がドイツ、米国で注目され始めていた。

本格的なファンドが設立され、５年程度たち、多くの論文が発表されるに至っている。近年、乱立した研究が
淘汰され、焦点が定まってきたようにみえる。代表的な例は表1の通りである。

表1　リサイクル性に優れたプラスチック材料

熱可塑性樹脂分解

ポリオレフィン熱分解（ガス化、液化） ゼオライトを用いる熱分解、
触媒を用いる水素化分解など

ポリスチレン、ポリメタクリル酸メチル熱分解 モノマーリサイクル

ポリエチレンテレフタレート（PET） マテリアルリサイクル、モノマー分解

熱硬化性樹脂分解

エポキシ樹脂 加水素分解

ウレタン樹脂 加水分解、加溶媒分解、加酸分解、
加水素分解

易分解性新材料

ポリエチレン代替 長鎖脂肪族脂肪酸のポリエステル、
ケトポリエチレン

新規脂肪族ポリエステル －

1	 温室効果ガス（GHG）排出量のスコープ：「スコープ1」自社が直接排出するGHG、　「スコープ2」自社が間接排出するGHG、「ス
コープ3」原材料仕入れや販売後に排出されるGHG。
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•	再生材の利用側まで含めたサプライチェーンの構築
市販される材料のスペックは、様々な用途やプロセスに適合できるように規定されているが、再生材料は、

不純物濃度や構造・組織が異なるために、一次資源から作られる材料のすべてのスペックを満たせない場合
がある。このような場合、再生材は、元よりもグレードの低い用途に再利用される（ダウンリサイクル）こと
になる。しかし、それぞれの用途が、そこに用いられる材料グレードのすべてのスペックを必要とするわけで
はない。再生材による固有の制限を考慮に入れて、利用側まで含めたプロセスのチェーンを上手く組むことで、
スペック未達問題をうまく回避して、水平リサイクルの範囲を広げていく検討もなされている5）。

•	学際融合と社会実装志向の高まり
材料循環に関わる技術開発は、LCAや経済性だけでなく、法制度設計、製品責任、知的財産と共有化、

サプライチェーン倫理、消費者受容といった人文社会的要素との接続が急務であるとの認識が広がっている。

3.3	 課題
【技術面】

•	選択的分離メカニズムの定量的理解が不十分
マルチマテリアル製品や複合材料における選択的分離メカニズムの定量的理解が依然として不十分なため、

外部刺激に応答する分離現象の解明とその制御技術の確立が必要である。分離挙動を可視化するツールの開
発、劣化予測・寿命評価手法の高度化、などが求められる。

•	廃プラスチック分解プロセスへの阻害物質混入
廃プラスチック分解のプロセスにおいて問題になるのが、ポリ塩化ビニルの混入である。熱分解の際に生じ

る塩化水素は、触媒に失活、反応容器の腐食を引き起こす。廃プラスチックの粉砕と比重による分別が行わ
れているが、少量の混入でも問題になるため、未解決の問題である。

•	非鉄精錬分野の過去データの活用が困難
非鉄精錬分野で重要な意味を持つ過去のデータの多くが、過去の手書き時代に蓄積された膨大な文書内に

蓄積されている。すでにデジタル化されているデータは、ここ40年ほどのほぼ画一的なプロセスのみを扱って
おり、それだけを元に機械学習を行うと、非常に重要なパラメーターを考慮しないAIが出来上がる懸念がある。
埋もれている大量の貴重なデータを活用することが強く求められている。

【社会実装面】

•	循環性の設計指標や性能評価手法が未確立
製品の循環性を事前に評価・設計できるような新たな設計指標や性能評価手法の確立が求められている。

材料パスポートや部材トレーサビリティと連動したLCAの精緻化、リユース材の品質保証と結びついた環境
影響評価、さらにはスコープ3排出の定量化などが進む中、それらを実現するための識別タグ、in situ セン
シング、IoTベースのモニタリング技術の実装が課題となる。

【研究体制】
•	分野を横断する研究開発体制構築が必要
•	非鉄精錬研究開発プラットフォーム構築が望まれる
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3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

•	2021年度　文部科学省戦略目標「資源循環の実現に向けた結合・分解の精密制御」2のもとに、国立研
究開発法人科学技術振興機構（JST）戦略的創造研究推進事業 チーム型研究（CREST）「分解・劣化・
安定化の精密材料科学」、JST 戦略的創造研究推進事業 個人型研究（さきがけ）「持続可能な材料設計
に向けた確実な結合とやさしい分解」が立ち上がったほか、同年、JST 戦略的創造研究推進事業 総括
実施型研究（ERATO） 野崎樹脂分解触媒プロジェクトもスタートし、分離・解体プロセスの高度制御
に関する基礎研究が遂行中である。

•	2024年度文部科学省戦略目標「選択の物質科学～持続可能な発展型社会に貢献する新学理の構築～」
のもとで、CREST「材料創製および循環プロセスの革新的融合基盤技術の創出とその学理構築」、JST 
さきがけ「材料の創製および循環に関する基礎学理の構築と基盤技術の開発」も開始し、物質・材料創
製と循環・プロセス技術を融合する全く新しい物質科学の探求を目指した研究開発が進行中である。

•	2024年度　内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第３期課題として、「サーキュラーエコ
ノミーシステムの構築」が開始し、デジタル化による循環の可視化、動静脈連携のためのシステム構築、
循環のためのプラットフォーム整備などの研究開発を中心としたプロジェクトが遂行中である。

•	国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の各事業において、レアメタル回収、
炭素繊維の再利用、電池材料の高効率分離技術などが重点的に開発されている。環境省は、環境総合
研究推進費などでの資源循環に関する研究助成や、自治体・地域と連携した社会実装志向のプロジェク
ト支援を活性化している。

•	アルミニウムの材料循環に関して、共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）事業により、富山大学
を中心とする「富山循環経済モデル創成に向けた産学官民共創拠点」が設置され、地方創生と資源循環
の融合をテーマとした取り組みが展開されている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【米国】
•	近年は脱炭素化や経済安全保障への関心の高まりを背景に、クリティカルマテリアルの代替・分離・回

収技術に関する研究が近年急速に活発化したが、政権交代により目的としての脱炭素は大幅にトーンダ
ウンしている。

•	エネルギー省（DOE）の支援のもとAmes National Laboratoryが中核を担うCritical Materials 
Innovation Hub（通称CMI）では、レアアースやコバルト、リチウムなどの供給リスクの高い元素に着
目し、それらの代替材料の設計、使用済製品からの選択的回収、リサイクルプロセスの最適化に関する
基礎・応用研究が包括的に進められている6）。

•	The Materials Projectの元で、第一原理計算で得た各材料の物性値（生成のエンタルピー、結晶構造、
X線吸収分光、バンド構造など）を無料で公開している。金属精錬に必要な熱力学関連データ（状態図、
プールベー図）も含まれている。

•	電池・電子廃棄物の分離・再利用に関するスタートアップやパイロットプラントが複数稼働しており、特
にlithium-ion battery（LIB）リサイクルを対象としたRedwood MaterialsやAscend Elementsな
どは、材料選別・粉砕・焼成プロセスを一貫統合したスケール対応型リサイクルフローの構築をいち早く
進めている。

2	 これに先駆けて、2021年にJST研究開発戦略センター（CRDS）から戦略プロポーザル「物質循環を目指した複合構造の生成・
分解制御　〜サステイナブル元素戦略〜」を発行した12）。
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•	MPマテリアルズ社は、米国内のレアアース自給体制と脱中国依存を支える戦略的企業として高い注目を
集めている。2025年7月、米国防総省（DOD）は4億ドルの出資を行い筆頭株主の一角になることが
発表、さらに数日後にはApple社と5億ドルの戦略契約を締結し、リサイクル磁石を用いた供給体制を 
Fort Worth（テキサス州）と Mountain Pass（カリフォルニア州）で整備し、2027年から数億台規模
の Apple 製品への供給を開始予定であることを発表した。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↘、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【欧州】
•	2020年に欧州委員会が採択した循環経済に対する行動計画であるCircular Economy Action Plan 2.0
（CEAP 2.0）や、2024年に施行された製品の設計段階から持続可能性と循環性を組み込むことを義務
付けるEcodesign for Sustainable Products Regulation（ESPR）、その他個別の法令である電池指
令やELV指令などで具体的な再生材使用率規制が提案されている。

•	「Horizon Europe」では、2024年にサーキュラーエコノミー関連の研究開発に1億2000万ユーロの
予算が割り当てられ、地域およびセクター別の循環型ソリューションの開発が進められている7）。

•	2024年9月に淡水資源の持続可能な管理と循環利用を目的とした共同研究プログラム「Water4All 
Partnership」8）において、「Water for Circular Economy」9）という共同国際公募が開始された。

•	2015年に設立された組織EIT RawMaterialsが、鉱山開発、選鉱製錬、リサイクル、廃棄物管理、代
替材料開発、循環経済に関する専門知識を学習する各種コースを開催し、ヨーロッパの原料（raw 
materials）分野の教育レベルの向上を狙っている。運営は、EUが主体であり、費用は、年間10万ユー
ロ（約1600万円）のコアパートナーをはじめとするパートナーからの費用と、戦略的資金提供と呼んで
いるEUからの助成金、各種外部からの投資資金（合計6億ユーロ、追加投資の情報も有）で支えられ
ている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【中国】
•	「第14次五カ年計画（2021～2025年）」において、循環経済の高品質な発展を目指し、資源の多層

的かつ高効率なリサイクルシステムの構築を推進しており、2024年にも複数のリサイクル法が整備されて
いる。技術面では再生ポリエステルの開発や、プラスチックリサイクルの技術開発に注力している10）。

•	電池リサイクル技術では基礎研究だけでなく社会実装に力を入れており、Contemporary Amperex 
Technology（CATL,  寧徳時代新能源科技）が、Volkswagenとの共同開発を進めている。

•	2024年に設立された中国資源循環集団（China Resources Recycling Group Co., Ltd.）は、資源リ
サイクルに特化した企業で、中国の資源リサイクルプラットフォームの構築を目指す。登録資本金は100
億元で、電子製品や使用済み電池、廃棄非鉄金属などのリサイクルを対象とする11）。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
•	2024年に「資源循環基本法」を全面改正し「循環経済社会への転換促進法」を施行した。また2023

年には重要鉱物資源のサプライチェーン安定化のための「核心鉱物確保戦略」を発表し、戦略的に自給
率をアップさせクリティカルマテリアルのリサイクル促進を目指している。

•	Korea Research Institute of Chemical Technology（KRICT）などが繊維やプラスチック、炭素材
料などのリサイクル研究をすすめている。産業化ではプラスチックや電池の資源循環の社会実装が活発化
している。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］
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*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向

関連領域
類似のテーマを異なる分野の視点から相互に記載している領域は以下の通り。

分野名 領域番号 領域名 公開年月

環境・エネルギー分野 E8.05 サーキュラーエコノミー 2025年12月
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